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事実の概要

　Ａ（本件被相続人）は、令和 2年 5 月に、その
子であるＺ（参加人、反訴被告）に殺害されて死
亡した。当時 16 歳であったＺは、殺人罪の被疑
者として逮捕された上、横浜家庭裁判所に送致さ
れた。横浜家庭裁判所は、令和 2年 11 月に、Ｚ
につき、「Ｚは、……父親であるＡ（当時 47 歳）
に対し、殺意をもって、果物ナイフ……でＡの右
側頭部、背部、左大腿部等を多数回突き刺すなど
し、よって、……Ａを左大腿部刺創による左大腿
動脈及び左大腿静脈損傷に基づく出血性ショック
により死亡させて殺害した。」という内容の非行
事実に関する少年事件を受理したが、少年法 20
条 2 項ただし書により、検察官送致決定をする
ことなく、審判手続において、Ｚを第 1種少年
院送致とする保護処分の決定（相当長期間の処遇
意見付き）をした。
　相続開始時においてＡの子はＺ 1人であった
（Ａに妻はなく、Ａの父もすでに死亡していた）。Ａは、
相続開始時において 2銀行（Ｙ）に預金口座を開
設していたところ、Ａの母であるＸ（相手方、反
訴原告）は、令和 3年 7月、Ｙに対し、Ａ名義の
預金口座に係る預金払戻しを受ける地位にあるこ
との確認を求めて訴えを提起した（以下、「第 1事
件」という。）。Ｚは、令和 3 年 10 月、本件訴訟
において独立当事者参加をし、Ｘ及びＹに対し、
ＺのみがＡの相続人たる地位を有することの確認
と、Ａ名義の預金口座に係る預金の払戻しを求め
た（本訴請求事件）。Ｙは、第 1事件と本訴請求事
件の提訴を受けて、Ａ名義の預金口座に係る各預
金払戻債務につき、供託をした。そこで、Ｘは、

Ｚに対し、反訴を提起した上で（反訴請求事件）、
Ｙに係る訴えを取り下げ、Ｚも、訴えの変更を経
た上で、本訴請求事件に係る訴えのうちＹに対す
るものを取り下げた。
　本件は、ＸとＺが、いずれも自身がＡの単独相
続人であると主張し、ＸとＺとの間において、①
Ａの相続人たる地位を有するのはＸのみ又はＺの
みであることの確認を求めるとともに、②Ｘ又は
Ｚが各供託金に係る還付請求権を有することの確
認を求めた事案である。本件では、Ａに対する
殺害行為により少年法上の保護処分に付されたＺ
が、民法 891 条 1 号にいう「故意に被相続人を
死亡するに至らせたために、刑に処せられた者」
に当たり、相続人となることができないか否かが
争点となった。

判決の要旨

　１　民法 891 条 1号の趣旨
　「〔民法 891〕条 1号は、故意に被相続人等の生
命を侵害し又は侵害しようとした相続人に相続を
許すことは、相続制度を認めた趣旨に反し、公平
の観念に著しく背反するものであり、一般の応報
的な倫理観念から、相続を禁止、拒否するもので
あって、すなわち、相続的協同関係を破壊する最
たる行為に及んだ相続人につき、公益上、徳義上
の理由から、私法上、その相続権を剥奪するとい
う制裁を課する趣旨であると解される。」

　２　民法 891条 1号の「刑に処せられた」の解釈
　(1)　「刑に処せられた」ことを要件とする趣旨
　「民法 891 条 1 号は、『刑に処せられた』こと
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を要件として掲げているところ、これは、裁判所
において、民法 891 条 1 号所定の行為に及んだ
ことが確認され、当該行為に及んだ事実とそれに
違法性があることを明らかにする趣旨であると解
される」。
　「家庭裁判所においても、少年事件につき、民
法 891 条 1 号所定の行為に係る非行事実の存否
を認定した上で、保護処分を下すことになるの
であるから、相続人である少年について民法 891
条 1 号所定の行為に及んだことが家庭裁判所の
認定により明らかにされたものといえる。」
　(2)　民法 891 条 1 号の趣旨と少年法の趣旨・
規定等との関係
　「少年である相続人が、民法 891 条 1 号所定の
行為に及んだ場合において、少年法の制度により、
当該少年が刑事手続により刑罰を科せられること
なく、少年院送致の保護処分にとどまり、形式的
に『刑に処せられた』に該当しない場合であって
も、民法 891 条 1 号所定の行為に明確に及んで
いる以上は、……同条 1号の趣旨〔執筆者注：判
旨１〕は、よく当てはまるものということができ、
一般的な応報的な倫理観念あるいは相続人間の公
平の見地からすると、そのような場合であって
も、少年である当該相続人の相続権を剥奪すべき
であることは刑罰を受けた場合と変わるものでは
なく、そのように解する必要も十分に認めること
ができ、かつ、そのような結論も十分に妥当性を
有するものということができる。」
　「加えて、民法 891 条 1 号の趣旨は、……少年
法における少年に対して教育的、保護的、福祉的
措置を図るという理念とは異なるものであって、
同条 1号による相続欠格の該当性につき、少年
法の制度を踏まえて理解、解釈されなければなら
ないものとは解されないから、同条 1号の趣旨
をより重視した解釈を採用することも許容される
べきものと解するのが相当である。」
　(3)　類推適用の可否について
　「以上で検討したところを踏まえると、少年で
ある相続人が、民法 891 条 1 号所定の行為に及
んだ場合において、少年法の制度により、当該少
年が刑事手続により刑罰を科せられることなく、
少年院送致の保護処分にとどまり、形式的に『刑
に処せられた』に該当しない場合であったとして
も、家庭裁判所において当該行為に及んだことが
認定され、明らかにされた上で、『刑に処せられた』

場合に相当するものと認められるときは、同条 1
号を類推適用することができるものと解するのが
相当である。」

　３　「参加人につき、横浜家裁は、上記の本件
被相続人を殺害した行為を非行事実として認定し
た上で、少年院送致の保護処分に付しており、そ
の処遇意見等……に鑑みると、参加人については、
殺人罪の違法性、責任及び処罰に関する阻却事由
があるものと認めるに足りず、『刑に処せられた』
場合に相当するものと認めるのが相当であ」り、
「参加人は、民法 891 条 1 号の類推適用により、
本件被相続人の相続において相続人となることが
できない」。

判例の解説

　一　問題の所在
　民法 891 条 1 号は、故意に被相続人を死亡す
るに至らせたために「刑に処せられた者」を、相
続欠格者と定める。民法 891 条 1 号に相当する
明治民法 969 条 2号の制定時（明治 31（1898）年）、
少年法は存在せず、被相続人を死亡するに至らせ
た者が未成年者であっても、刑事責任年齢（当時
は 12 歳）に達していれば、成人の場合と同様に
刑罰が科された。しかし、昭和 23（1948）年に
制定された現行少年法により、今日では、同様の
事案で未成年者が受けうる処分には、刑事手続に
よる刑罰と少年法上の少年審判手続による保護処
分（少年法 24 条 1項）の 2つがある。
　少年法上の保護処分は刑罰ではない。民法 891
条 1 号所定の行為につき少年法上の保護処分を
課された者が相続欠格者となるかどうかは、立法
者の念頭にはなかった。本判決は、こうした制定
法の欠缺をめぐる問題を扱った初めての裁判例で
ある。

　二　本条の立法趣旨と「刑に処せられた」
　　　ことを要件とする意義
　明治民法 969 条 2 号は、旧民法財産取得編
292 条に相当し、これと同一の趣旨に出た規定で
ある１）。その趣旨は、「悪ムベキ意思」（故意）を
もって被相続人を死に至らせて自ら相続の利益を
得るような行為は「人心ノ嫌忌ニ触ルルコト劇シ
ク、宜シク法律ノ許スベカラザル所」なので、公
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益上、「民法上ノ責罰」として、被相続人を死亡
するに至らせた犯罪人から相続権を剥奪する必要
がある、というにある２）。本条の欠格原因は被相
続人を死亡に至らせた行為それ自体であるとこ
ろ３）、当該行為により「刑に処せられた」ことを
要件に加えたのは、相続欠格者となる者を「刑事
裁判所ニ於テ殺人ノ所為アリト認メラレタル者」
に限定するためである４）。その趣旨は、1つには、
被相続人を死亡に至らせた行為であっても、それ
が正当防衛に当たる場合や、心神喪失者や刑事責
任年齢に達しない者がした場合、すなわち、違法
性や有責性を欠く（＝犯罪が成立しない）場合は、
相続欠格の対象としないためである５）。もう 1つ
には、欠格の効果の重大性（相続人の財産的利益
を害するだけでなく、その名誉をも傷つけるもので
あること）ゆえに、犯罪事実（欠格事由の存在）は、
刑事裁判手続によって確定される必要があると考
えられたからである６）。したがって、刑が宣告さ
れたこと＝犯罪成立が認められたことが重要で
あって、刑の内容や軽重は欠格事由の存否を左右
するものではない。旧民法及び明治民法の立法当
時、旧刑法には刑事責任年齢に達した未成年者に
つき刑を減軽する特則が存在したが（旧刑法80条、
81 条）、年齢に基づく刑の宥恕減軽がある者につ
いても、「其所為ノ悪ムベキハ固ヨリ論ヲ竢タ」
ないので７）、相続権を剥奪しても過当でないとさ
れた。
　以上によれば、「刑に処せられた」とは、故意
に被相続人を死亡に至らせた行為につき、①当該
行為に及んだ事実を認定できること、②犯罪の成
立（犯罪成立要件――構成要件該当性・違法性・有
責性――の充足）が認められること、及び、③ ①・
②が刑事裁判所によって確認されたことを意味す
ると考えられる。先例にも、このように解するも
のがある８）。

　三　類推適用の可否に関する本判決の立場
　本判決は、立法者意思と同様に、民法 891 条 1
号の趣旨を「一般の応報的な倫理観念」に基づく
ものと解する（判旨１）９）。「刑に処せられた」の
趣旨についても、「裁判所において、民法 891 条
1 号所定の行為に及んだことが確認され、当該行
為に及んだ事実とそれに違法性があることを明ら
かにする趣旨」であると解し、先例とほぼ同様に、
①～③を要求するものと解していると思われる

（判旨２(1) 及び３）。その上で、本判決は、①・②
を確認するのは刑事裁判所に限らず「裁判所」で
あればよいとの判断を前提に、「家庭裁判所にお
いても、少年事件につき、民法 891 条 1 号所定
の行為に係る非行事実の存否を認定した上で、保
護処分を下す」ことから、保護処分の場合も①～
③を満たすとして、民法 891 条 1 号の類推適用
を認めた。
　本判決は、一連の判断の理由として、保護処分
を受けた場合も「民法 891 条 1 号所定の行為に
明確に及んでいる以上は、……同条1号の趣旨は、
よく当てはま」り、「相続権を剥奪すべきである
ことは刑罰を受けた場合と変わ」らず、そう解す
る必要性と結論の妥当性が十分あるからだと述べ
る。しかし、類推適用の可否に関して重要なのは、
民法 891 条 1 号の趣旨にただ適うかどうかでは
なく、少年審判手続における①・②の認定・確認が、
民法 891 条 1 号の類推適用を許す程度に、刑事
裁判手続におけるそれと類似したものといえるか
どうかではないか。

　四　類推適用の可否に関して問題となる点
　少年審判手続が①～③に関して刑事裁判手続と
類似のものといえるかについては、両手続におけ
る以下の相違点をどう評価するかによる。

　１　審理構造の違い
　第 1は、少年審判手続と刑事裁判手続では審
理構造が異なる点である。両手続は、事実の認定
につき合理的な疑いを超える証明を要する点で共
通するが 10）、刑事裁判手続が当事者主義構造（対
審構造）をとり、証拠法則や厳格な証拠調べ手続
を用意するのに対して、少年審判手続は、少年の
健全育成の観点から非行事実に加えて要保護性の
認定も行うために職権主義構造をとり、証拠調べ
の範囲・方法等も裁判所の合理的裁量に委ねられ
ている。家庭裁判所が検察官と弁護人として主体
的に事実を解明し、これに基づいて判断者として
判断を下すという構造は、事実認定の正確性の担
保の点で、刑事裁判手続とは質が異なるものであ
る。

　２　犯罪の成否に関する判断の要否
　第 2に、刑事裁判手続では犯罪の成否が必ず
判断されるのに対して、少年審判手続に関しては、



4 新・判例解説Watch4

新・判例解説 Watch ◆ 民法（家族法）No.142

14 歳以上の犯罪少年（少年法 3条 1項 1号）に保
護処分を課すために、その者のした行為がすべて
の犯罪成立要件を満たす（犯罪が成立する）こと
を要するか、とくに有責性を備えている必要があ
るかについて、争いがある（構成要件該当性及び違
法性を備えているべきことには異論はない）11）。審
判例の多くは必要説に立つが 12）、不要説に立つも
のもある。後者の中には、殺人の事案につき、少
年に責任能力がなかったことを認定しながら保護
処分（医療少年院送致）を課した審判例もある 13）。
不要説をとり、成人ならば無罪となる行為にも保
護処分が課されるとすれば、少年審判手続は刑事
裁判手続と異質な手続といわざるを得ず、民法
891 条 1号の類推は立法者意思に反する。
　他方で、必要説による場合は、刑事未成年者
（とくに触法少年（少年法 3条 1項 2 号））に対して
も、犯罪少年と同じような責任能力（実質的な是
非弁別能力及び行動制御能力）があることを前提
に保護処分が課されることになりうるところ 14）、
保護処分が課された触法少年についても民法 891
条 1号の類推適用の可能性が生じる（少なくとも、
類推適用の可否につき犯罪少年と区別する合理的理
由はなくなる）。しかし、刑罰を科すことができな
い者に民法 891 条 1 号を類推することは、やは
り立法者意思に反する。

　３　刑罰と保護処分の性格
　最後に、刑罰と保護処分の性格の違いも問題に
なりうる。刑罰が犯罪の成立を前提とする処分
である（犯罪に対する制裁を中心的性格とする）の
に対して、保護処分は非行事実だけでなく要保護
性も要件とする（非行事実と保護処分の結びつきは
要保護性を介した間接的なものである 15））ため、責
任能力の要否をめぐる対立の前提として、保護処
分の中心的性格を制裁とみるか 16）、少年の保護・
教育のための処分であるとみるか 17）について、
争いがある。後者の見解に立つ場合は、保護処分
を課すことをもって、犯罪の成立が認められたこ
とを裁判所が確認したものと評価することは、困
難かもしれない。

　４　本判決は以上の点につき何も述べておら
ず、この点において先例としての価値は高くない
といわざるを得ない。今後、以上の点について検
討が待たれる一方で、民事上の効果の有無を刑事

司法手続の帰結に委ねるという民法 891 条 1 号
の仕組み自体の是非についても、議論がなされる
必要があるように思われる。
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